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笠間市の給与・定員管理等について 
 

【公表内容は，総務省の公表様式に基づくものです。】 

１ 総括 
 

(１) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（24 年度末） 

歳出額 

Ａ
実質収支 

人件費 

Ｂ

人件費率 

B／A 

（参考） 

23 年度の人件費率 

24 年度 
人 

79,161 

千円

30,047,619 

千円

453,879 

千円

5,684,707 

％ 

18.9 

％

19.4 

 

(２) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

職員数 給  与  費   

Ａ 計   区 分 

  
給 料 職員手当

期末・勤勉

手当 Ｂ  

一人当た

りの給与

費 B／A 

(参考)類似

団体平均一

人当たり給

与費 

人 千円 千円 千円 千円  千円 千円
24 年度 

635 2,465,894 353,728 875,302 3,694,924   5,819 5,935 

（注）１ 職員手当には，退職手当を含みません。 

２ 職員数は，平成 24 年４月１日現在の人数です。 

３ 給与費については，任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ 

 ており，職員数には当該職員を含んでいません。 

 

(３) 特記事項 

  給与抑制措置 

  ① 市長の給料については，平成 18 年４月から 20％の減額措置を実施しています。 

  ② 副市長及び教育長の給料については，平成 20 年４月から５％（平成 25 年 10 月～平成 26 年３

月の間 10％）の減額措置を実施しています。 

  ③ （給与減額の状況） 国の要請を踏まえた減額措置の取組 

   【減額実施期間】 平成 25 年 10 月１日から平成 26 年３月 31 日 

    減額措置の内容【給料】 

給料表 職務の級 減額率 

３級以下 100 分の４ 

４級及び５級 100 分の６ 行政職給料表(一) 

６級以上 100 分の７ 

３級以下 100 分の４ 

４級及び５級 100 分の６ 消防職給料表 

６級以上 100 分の７ 

１級 100 分の４ 

２級 100 分の６ 医療職給料表(一) 

３級 100 分の７ 

４級以下 100 分の４ 
医療職給料表(二) 

５級以上 100 分の６ 

４級以下 100 分の４ 
医療職給料表(三) 

５級 100 分の６ 

  ラスパイレス指数 【H25.４.１】 105.7（97.6） ※（）は参考値 

           【H25.10.１】 100.4 



(４) ラスパイレス指数の状況 

 
 

（注）１ ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較

するため，国の職員数（構成）を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国

の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数です。 

２ 類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純

平均したものです。 

    ３ 「参考値」は，国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額

措置がないとした場合の値です。 

 

２ 職員の平均給与月額，初任給等の状況 
 

(１) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 25 年４月１日現在） 

 

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

笠間市 44.1 歳 333,600 円 379,927 円 353,798 円 

茨城県 42.9 歳 338,827 円 416,891 円 371,909 円 

国 

（減額前） 
43.1 歳 

307,220 円 

（332,446 円） 
－ 

376,257 円 

（405,463 円） 

類似団体 42.8 歳 325,045 円 388,435 円 359,832 円 
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② 技能労務職 

公 務 員 民 間 参考

区 分 
平均年齢 職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額（A） 

平均給与 

月額（国比較ベー

ス） 

対応す

る民間

の類似

職種 

平均年齢 
平均給与月額

（B） 
A/B 

笠間市 53.3 歳 34 人 289,300 円 314,306 円 298,697 円 ― ― ― ― 

うち 

調理員 
54.3 歳 10 人 283,000 円 291,360 円 288,660 円 調理士 46.2 歳 238,600 円 1.22

うち 

運転手 
52.1 歳 4 人 294,900 円 372,850 円 325,650 円 

自家用

自動車

運転手
56.7 歳 192,400 円 1.94

主
な
職
種 

うち 

用務員 
53.8 歳 8 人 291,000 円 299,275 円 294,075 円 用務員 53.7 歳 202,700 円 1.48

茨城県 49.7 歳 398 人 347,209 円 394,407 円 372,262 円 ― ― ― ― 

国 

（減額前） 
49.9 歳 3,272 人 

272,119 円 

（286,850円） 
― 

309,534 円 

（325,400 円）
― ― ― ― 

類似団体 49.3 歳 36 人 315,491 円 350,999 円 336,134 円 ― ― ― ― 

 

 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 
区 分 

公務員 

（C） 

民間 

（D） 
C/D 

笠間市 4,921,772 円  ―    円 ― 

うち調理員 4,615,820 円 3,249,500 円 1.42 

うち運転手 5,666,600 円 2,372,500 円 2.39 
 

うち用務員 4,773,400 円 2,809,400 円 1.70 

※ 民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成 22

年～24 年の３ヵ年平均）。 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において完全

に一致しているものではありません。 

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を 12 倍したも

のに，公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年度に支給された年

間賞与の額を加えた試算値です。 

 

③ 教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

笠 間 市 

（幼稚園） 
40.1 歳 295,300 円 307,900 円 

茨 城 県 45.3 歳 384,200 円 430,191 円 

類似団体 40.5 歳 306,506 円 336,303 円 
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④ 消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

笠 間 市 41.4 歳 328,600 円 390,658 円 352,419 円 

国：警察職 

（減額前） 
41.2 歳 

297,683 円 

（316,267 円） 
－ 

346,775 円 

（367,489 円） 

類似団体 38.9 歳 299,354 円 370,119 円 332,660 円 

(注)１ 「平均給料月額」とは，平成 25 年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，住居手当，時間外勤務手当など

のすべての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされて

いるものです。 

また，「平均給与月額(国比較ベース)」は，比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤

務手当等を除いたもの）で算出しています。 

  ３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国比較ベース）の括弧書きは，

給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。 

 

 

(２) 職員の初任給の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区  分 笠間市 茨城県 国 

大学卒 172,200 円 172,200 円 
総合職：172,557 円（181,200 円）

一般職：163,987 円（172,200 円）一般行政職 

高校卒 140,100 円 140,100 円 133,418 円（140,100 円） 

高校卒 137,200 円 135,600 円 － 
技能労務職 

中学卒 121,600 円 129,200 円 － 

大学卒 197,200 円 － － 
消防職 

高校卒 158,100 円 － － 

（注） 国家公務員欄における括弧書きは，給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場

合の値です。 

 

(３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区  分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

大学卒 280,000 円 － 344,033 円 
一般行政職 

高校卒 － － 314,600 円 

高校卒 － － － 
技能労務職 

中学卒 － － － 

大学卒 － － － 
消防職 

高校卒 246,700 円 －  337,600 円 

 

 

 

 

 

 

 



３ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 
 

(１) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の給

料月額 

最高号給の

給料月額 

１ 級 主事，主事補 25 人 5.7% 135,600 円 243,700 円

２ 級 主事 26 人 6.0% 185,800 円 307,800 円

３ 級 係長，主幹 201 人 46.0% 222,900 円 354,700 円

４ 級 主査 81 人 18.5% 261,900 円 388,300 円

５ 級 課長補佐，施設長 51 人 11.7% 289,200 円 400,600 円

６ 級 課長，副参事 42 人 9.6% 320,600 円 422,600 円

７ 級 部長 11 人 2.5% 366,200 円 456,200 円

（注）１ 笠間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

(２) 昇給等への勤務成績の反映状況 

本市では人事評価制度を実施しており，この結果を昇給数及び勤勉手当成績率に反映して

います。 
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４ 職員の手当の状況 
 

(１) 期末手当・勤勉手当 

笠間市 茨城県 国 

１人当たり平均支給額（24 年度） 

1,385 千円 

１人当たり平均支給額（24 年度） 

1,630 千円 
－ 

（24年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

 2.60 月分    1.29 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（24年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.35 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（24年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.35 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・ 役職加算  5～15 ％ 

 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・ 役職加算   5～20 ％ 

・ 管理職加算 15～25 ％ 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階，職務の級等によ

る加算措置 

・ 役職加算   5～20 ％

・ 管理職加算 10～25 ％

（注）１ （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 

２ 本市では，人事評価結果に基づき勤勉手当成績率を決定しています。 

 

(２) 退職手当（平成 25 年４月１日現在） 

笠間市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.03 月分   28.7875 月分 勤続２０年 23.03 月分   28.7875 月分 

勤続２５年 32.83 月分   38.955 月分 勤続２５年 32.83 月分   38.955 月分 

勤続３５年 46.55 月分   55.86  月分 勤続３５年 46.55 月分   55.86  月分 

最高限度額 55.86 月分   55.86  月分 最高限度額 55.86 月分   55.86  月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算） ・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算） 

１人当たり 

平均支給額 
－ 

24,799 千円

【24,534】千円
  

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は，平成24年度に退職した職員に支給された平均額です。 

   ２ 【 】内の数値は，企業会計職員を含んだ数値です。 

 

(３) 地域手当（平成 25 年４月１日現在） 

 

笠間市では支給しておりません。 
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(４) 特殊勤務手当（平成 25 年４月１日現在） 

 支給実績（24 年度決算） 4,038 千円

 支給職員１人当たり平均支給年額（24 年度決算） 26 千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（24 年度） 24.9％

 手当の種類（手当数） 14 種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

滞納整理従事手当 

税務課，保険年金課，高齢

福祉課及び下水道課等に

勤務する職員 

市税等の滞納整理に関する現業に

従事するため出張したとき 
日額 200 円 

感染症防疫作業

手当 
右記業務に従事した職員 

感染症の病原体の付着した物件若

しくは付着の危険がある物件の処

理作業に従事したとき等 

日額 200 円 

植物防疫作業手当 右記業務に従事した職員 

植物防疫作業を行い，又は指揮監

督を行う者が特に身体に危害を受

けるおそれのある業務に従事した

とき 

日額 200 円 

社会福祉業務手当 
福祉事務所（社会福祉課）

等に勤務する職員 

社会福祉業務の現業員が調査及び

面接相談等の業務に従事するため

出張したとき 

日額 200 円 

精神保健業務手当 
健康増進課に勤務する職

員 

精神障害者又は精神障害の疑いの

ある者と直接接して行う面接相

談，訪問指導又は集団生活指導の

業務に従事したとき等 

日額 200 円 

行旅病人，同死亡

人及び変死人処

理従事手当 

福祉事務所（社会福祉課）

等に勤務する職員 

行旅病人，同死亡人，又は変死人

の処理に従事したとき 

行旅病人 

1 件  500 円 

行旅死亡人又は変

死人 

1 件 3,000 円 

動物死体処理手当 
環境保全課，生活課等に勤

務する職員 

動物死体の処理作業に従事したと

き 
日額 500 円 

夜間看護手当 
市立病院に勤務する看護

師等 

正規の勤務時間による勤務の一部

又は全部が深夜において行われる

看護等の業務に従事したとき 

1 回につき 

4時間以上 3,300円

2時間以上 2,900円

2時間未満 2,000円

医師研究手当 医師 
公衆衛生に関する調査研究の業務

に従事したとき 
月 85 万円以内 

放射線取扱手当 市立病院に勤務する職員 
エックス線撮影若しくは透視の業

務に従事したとき等 

エックス線撮影若

しくは透視の料金

の固定点数の100分

の 3 

感染症接触手当 市立病院に勤務する職員 

感染症患者の診療又は介助若しく

は感染症の病原体の付着した物体

の処理作業に従事したとき 

日額 50 円 

災害防ぎょ手当 消防職員 
水火災又はその他の災害防じょに

従事したとき 
1 回 250 円 
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救急業務手当 消防職員 救急業務に従事したとき 

救急救命士 

1 回 510 円 

その他の救急隊員 

1 回 300 円 

救助活動手当 消防職員 救助活動に従事したとき 1 回 250 円 

 

(５) 時間外勤務手当 

支給実績（平成 24 年度決算） 119,774 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 24年度決算） 189 千円 

支給実績（平成 23 年度決算） 118,562 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 23年度決算） 184 千円 

 

(６) その他の手当（平成 25 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容

支給実績 

(24 年度決算) 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

(24 年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち，規則で指定するものについ

て支給 

 ・ 部 長 67,000 円 

 ・ 課 長 42,000 円 

 ・ 副参事 42,000 円 

 ・ 施設長 24,000 円 など 

同じ － 35,031 千円 467,080 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・ 配偶者 13,000 円 

・ 配偶者以外の扶養親族   

1 人につき 6,500 円 

（配偶者がいない場合は，そ

のうち 1人につき 11,000 円）

※ 扶養親族である子のうち

満 16 歳の年度始めから満

22 歳の年度末までの子１

人につき 5,000 円を加算 

同じ － 84,691 千円 254,327 円

住居手当 

自ら居住するため住宅を借り受

け，月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に支給 

① 23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

② 23,000 円超の家賃の場合 

 {(家賃額－23,000 円)÷2＋

11,000 円（27,000 円が限度） 

同じ － 22,871 千円 269,071 円
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通勤手当 

通勤のため自動車その他の交通の

用具で規則で定めるものを使用す

ることを常例とする職員等（通勤

距離が片道２キロメートル未満で

あるもの等を除く。） 

① 電車,バス等交通機関利用の

場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

② 自動車等，交通用具利用の場

合 

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③ ①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 32,234 千円 58,184 円

単 身 赴 任

手当 

公署を異にする異動等に伴い，転

居し，父母の疾病その他規則で定

めるやむを得ない事情により，同

居していた配偶者と別居すること

となった職員で，単身で生活する

ことを常況とする職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － 492 千円 41,000 円

休 日 勤 務

手当 

祝日法による休日等及び年末年始

の休日等において正規の勤務時間

中に勤務することを命ぜられた職

員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

135/100 

同じ － 34,195 千円 331,990 円

夜 間 勤 務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務する職員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

25/100 

同じ － 10,072 千円 97,786 円

宿 日 直 手

当 

宿日直勤務を命ぜられた職員に支

給 

１回当たり 4,200 円 

（勤務時間 5時間未満 2,100 円）

同じ － 1,302 千円 5,047 円

管 理 職 特

別 勤 務 手

当 

規則で指定する職を占める職員の

うち管理又は監督の複雑，困難及

び責任の度が高い職員として規則

で定める職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り勤務時間条例第 3 条第 1 項，第

4 条及び第 5 条の規定に基づく週

休日又は祝日法による休日等若し

くは年末年始の休日等に勤務した

場合に支給 

１勤務当たり 

 ・ 部長     8,000 円 

 ・ 課長，副参事 6,000 円 

 ・ 施設長    4,000 円 

同じ － 381 千円 11,906 円
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５ 特別職の報酬等の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区  分 給 料 月 額 等 

 （参考）類似団体における最高／最低額

市 長 720,000
注 1

 ( 900,000 ) 円 1,000,000 円 ／ 440,000 円 
給 

 

料 
副市長 684,000

注 1

  ( 720,000 ) 円 804,000 円 ／ 375,000 円 

議  長 460,000 円 698,000 円 ／ 310,000 円 

副 議 長 425,000 円 620,000 円 ／ 245,000 円 
報 

 

酬 
議  員 400,000 円 560,000 円 ／ 222,000 円 

市 長 

副市長 

 

（平成 24 年度支給割合） 

2.95 月分 【役職加算(15%)】 期 

末 

手 

当 
議 長 

副議長 

議 員 

（平成 24 年度支給割合） 

2.95 月分 【役職加算(15%)】 

 （算定方式）  （１期の手当額） （支給時期） 

 

市 長 

 

給料月額×在職年数×５．５ 
 15,840,000 円 

(19,800,000 円)

 

任期ごと 

 

副市長 

 

給料月額×在職年数×３．１ 
 8,481,600 円 

(8,928,000 円)

 

任期ごと 

退 

職 

手 

当 

備 考  

（注）１ 給料，報酬及び退職手当の（ ）内は，減額措置を行う前の金額です。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は，平成 25 年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，

１期（４年＝48 月）勤務した場合における退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 
 

(１) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

単位：人 

職 員 数 区分 

部門 平成 24 年 平成 25 年 

対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

議 会 

総 務 

税 務 

労 働 

農林水産 

商 工 

土 木 

民 生 

衛 生 

6 

130 

39 

－ 

33 

17 

54 

92 

45 

6

126

40

－

35

16

55

92

44

0

△4

1

－

2

△1

1

0

△1

新規採用者及び退職者等の増減による。 

（一般行政） 

計 416 414 △2

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 52.30 人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数53.82人）

教 育 94 88 △6 新規採用者及び退職者等の増減による。 

消 防 126 125 △1  

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小計 636 627 △9

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 79.21 人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数72.62人）

病 院 

水 道 

交 通 

下水道 

その他 

 

27 

17 

－ 

21 

35 

 

29

17

－

21

34

2

0

－

0

△1

 

 

 

 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

小計 100 101 1

合  計 
736 

[868] 

728

[868]

△8 ＜参考＞ 

 人口１万人当たり職員数 91.96 人 

（注）１ 職員数は，一般職に属する職員数です。 

   ２ ［ ］内は，条例定数の合計です。 



(２) 年齢別職員構成の状況（平成 25 年４月１日現在） 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

20
歳
未
満

20
|

23

24
|

27

28
|

31

32
|

35

36
|

39

40
|

43

44
|

47

48
|

51

52
|

55

56
|

59

60
歳
以
上

％

構成比

５年前の構成比

 
 

 

 
区分 

20 歳 

未満 

20 歳 

～  
23 歳 

24 歳 

～  
27 歳 

28 歳 

～  
31 歳 

32 歳

～  
35 歳

36 歳

～  
39 歳

40 歳

～  
43 歳

44 歳

～  
47 歳

48 歳

～  
51 歳

52 歳 
～  

55 歳 

56 歳 

～  
59 歳 

60 歳

以上
計 

職員数 

人 

3 

人 

13 

人 

43 

人 

51 

人

68 

人

91 

人

102 

人

88 

人

70 

人 

92 

人 

105 

人

2 

人

728

 

 

(３) 職員数の推移 

（単位：人・％） 
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部門別  20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 25 年 
過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 451 441 435 424 416 414 △37(△ 8.2％) 

教育 112 107 100 93 94 88 △24(△21.4％) 

消防 129 131 127 127 126 125 △ 4(△ 3.1％) 

普通会計計 692 679 662 644 636 627 △65(△ 9.4％) 

公営企業等会計計 100 99 100 98 100 101 1(  1.0％) 

総合計 792 778 762 742 736 728 △64(△ 8.1％) 

 年 度 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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７ 公営企業職員の状況 
 

（１） 水道事業 
 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ
純損益又は実質収支

職員給与費 

Ｂ

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考）平成 23 年度

総費用に占める 

職員給与費比率 

24 年度 
千円

1,623,570 

千円

94,566 

千円

118,570 

％ 

7.3 

％

8.0 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 8,056 千円を含まない。 

給  与  費 
区 分 

職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人当たりの

給与費 B／A 

(参考)市町村平均

一人当たり給与費

24 年度 
人 

16 

千円 

68,183 

千円

10,835 

千円

24,753 

千円

103,771 

千円 

6,486 

千円

6,258 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は，平成 25 年３月 31 日現在の一般職の職員数です。 

 

イ 特記事項 

  なし 

 

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

笠 間 市 46.7 歳 356,913 円 539,283 円 

団体平均 45.2 歳 353,532 円 520,694 円 

（注） 平均月収額には，期末・勤勉手当等を含みます。 
 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

笠間市水道事業 団体平均 

１人当たり平均支給額（平成 24 年度） 

1,547 千円 

１人当たり平均支給額（平成 24 年度） 

1,476 千円 

（２３年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

  2.60 月分     1.29 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～15 ％ 

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 
 

イ 退職手当（平成 25 年４月１日現在） 

  平成 24 年度は退職者がいないため掲載を省略します。 

  なお，本市全体での支給額を普通会計の部に付記しておりますので，こちらをご参照ください。 

 

ウ 地域手当（平成 25 年４月１日現在） 

 

笠間市では支給していません。 
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エ 特殊勤務手当（平成 25 年４月１日現在） 

 支給実績（平成 24 年度決算） － 円

 支給職員１人当たり平均支給年額（24 年度決算） － 円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（24 年度） － ％

 手当の種類（手当数） １種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

滞納整理従事手当 水道課に勤務する職員 
市税等の滞納整理に関する現業に従

事するため出張したとき 
日額 200 円 

 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（24 年度決算） 5,056 千円 

職員１人当たり平均支給年額（24 年度決算） 361 千円 

支給実績（23 年度決算） 6,639 千円 

職員１人当たり平均支給年額（23 年度決算） 443 千円 

（注） 時間外勤務手当には，休日勤務手当も含んでいます。  

 

 

カ その他の手当（平成 25 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と 

異なる内容

支給実績 

(24 年度決算) 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

(24 年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち，規則で指定するものについ

て支給 

 ・ 部 長 67,000 円 

 ・ 課 長 42,000 円 

 ・ 副参事 42,000 円 

同じ － 1,169 千円 584,500 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・ 配偶者 13,000 円 

・ 配偶者以外の扶養親族   

1 人につき 6,500 円 

（配偶者がいない場合は，そ

のうち 1人につき 11,000 円）

※ 扶養親族である子のうち

満 16 歳の年度始めから満

22 歳の年度末までの子１

人につき 5,000 円を加算 

同じ － 3,545 千円 272,692 円
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住居手当 

自ら居住するため住宅を借り受

け，月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に支給 

① 23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

② 23,000 円超の家賃の場合 

 {(家賃額－23,000 円)÷2＋

11,000 円（27,000 円が限度） 

同じ － － 千円 － 円

通勤手当 

通勤のため自動車その他の交通の

用具で規則で定めるものを使用す

ることを常例とする職員等（通勤

距離が片道２キロメートル未満で

あるもの等を除く。） 

① 電車,バス等交通機関利用の

場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

② 自動車等，交通用具利用の場

合 

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③ ①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 1,015 千円 63,430 円

単 身 赴 任

手当 

公署を異にする異動等に伴い，転

居し，父母の疾病その他規則で定

めるやむを得ない事情により，同

居していた配偶者と別居すること

となった職員で，単身で生活する

ことを常況とする職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － － 千円 － 円

夜 間 勤 務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務する職員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

25/100 

同じ － － 千円 － 円

宿日直手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員に支

給 

１回当たり 4,200 円 

（勤務時間 5時間未満 2,100 円）

同じ － － 千円 － 円
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管 理 職 特

別 勤 務 手

当 

規則で指定する職を占める職員の

うち管理又は監督の複雑，困難及

び責任の度が高い職員として規則

で定める職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り勤務時間条例第 3 条第 1 項，第

4 条及び第 5 条の規定に基づく週

休日又は祝日法による休日等若し

くは年末年始の休日等に勤務した

場合に支給 

１勤務当たり 

 ・ 部長     8,000 円 

 ・ 課長，副参事 6,000 円 

同じ － － 千円 － 円
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（２） 病院事業 
 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ
純損益又は実質収支

職員給与費 

Ｂ

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考）平成 23 年度

総費用に占める 

職員給与費比率 

24 年度 
千円

555,997 

千円

11,049 

千円

289,599 

％ 

52.1 

％

49.9 

 

給  与  費 
区 分 

職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人当たりの

給与費 B／A 

(参考)類似団体平

均一人当たり給与

費 

24 年度 
人 

27 

千円 

109,169 

千円

47,922 

千円

37,290 

千円

194,381 

千円 

7,199 

千円

6,747 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は，平成２５年３月３１日現在の職員数です。 

 

イ 特記事項 

なし 

 

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成 25 年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

笠間市病院事業 44.9 歳 348,248 円 599,410 円 

団体平均 40.3 歳 324,755 円 561,376 円 

（注） 平均月収額には，期末・勤勉手当等を含みます。 

 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

笠間市病院事業 団体平均 

１人当たり平均支給額（平成 24 年度） 

1,381 千円 

１人当たり平均支給額（平成 24 年度） 

1,331 千円 

（24 年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

 2.60 月分     1.29 月分 

(1.45)月分     (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～15 ％ 

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当（平成 25 年４月１日現在） 

  平成 24 年度は退職者が若干名（2名）のため掲載を省略します。 

なお，本市全体での支給額を普通会計の部に付記しておりますので，こちらをご参照ください。 

 

ウ 地域手当（平成 25 年４月１日現在） 

笠間市では支給していません。 
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エ 特殊勤務手当（平成 25 年４月１日現在） 

 支給実績（平成 24 年度決算） 21,495 千円

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成 24 年度決算） 1,131 千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 24 年度） 70.4％

 手当の種類（手当数） ３種 

 １「笠間市職員の特殊勤務手当に関する条例」に基づく特殊勤務手当（企業職員のみ） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

夜間看護手当 看護師・准看護師 

正規の勤務時間による勤務の一

部又は全部が深夜において行わ

れる看護等の業務に従事したと

き 

1 回につき 

4 時間以上 3,300 円

2 時間以上 2,900 円

2 時間未満 2,000 円

医師研究手当 医師 
公衆衛生に関する調査研究の業

務に従事したとき 
月 85 万円以内 

放射線取扱手当 放射線技師 
エックス線撮影若しくは透視の

業務に従事したとき等 

エックス線撮影若し

くは透視の料金の固

定点数の 100 分の 3 

感染症接触手当 市立病院に勤務する職員 

感染症患者の診療又は介助若し

くは感染症の病原体の付着した

物体の処理作業に従事したとき 

日額 50 円 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成 24 年度決算） 11,102 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 24年度決算） 505 千円 

支給実績（平成 23 年度決算） 5,273 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 23年度決算） 229 千円 

（注） 時間外勤務手当には，休日勤務手当も含んでいます。 

 

カ その他の手当（平成 25 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と 

異なる内容

支給実績 

(24 年度決算) 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

(24 年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち，規則で指定するものについ

て支給 

 ・院 長  100,000 円 

 ・副院長   75,000 円 

 ・事務局長  58,000 円 

 ・看護師長  24,000 円 

 ・薬剤科長  24,000 円 

同じ － 2,828 千円 565,600 円
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扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・ 配偶者 13,000 円 

・ 配偶者以外の扶養親族   

1 人につき 6,500 円 

（配偶者がいない場合は，そ

のうち 1人につき 11,000 円）

※ 扶養親族である子のうち満

16 歳の年度始めから満 22 歳

の年度末までの子１人につき

5,000 円を加算 

同じ － 2,877 千円 287,700 円

住居手当 

自ら居住するため住宅を借り受

け，月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に支給 

① 23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

② 23,000 円超の家賃の場合 

 {(家賃額－23,000 円)÷2＋

11,000 円（27,000 円が限度） 

同じ － 459 千円 23,000 円

通勤手当 

通勤のため自動車その他の交通の

用具で規則で定めるものを使用す

ることを常例とする職員等（通勤

距離が片道２キロメートル未満で

あるもの等を除く。） 

① 電車,バス等交通機関利用の

場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

② 自動車等，交通用具利用の場

合 

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③ ①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 909 千円 69,923 円

単 身 赴 任

手当 

公署を異にする異動等に伴い，転

居し，父母の疾病その他規則で定

めるやむを得ない事情により，同

居していた配偶者と別居すること

となった職員で，単身で生活する

ことを常況とする職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － － 千円 － 円

夜 間 勤 務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務する職員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

25/100 

同じ － 1,952 千円 139,429 円

宿日直手当 

宿日直勤務を命ぜられた医師に支

給 

１回当たり 20,000 円 

 

同じ － 6,060 千円 2,020,000 円
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管 理 職 特

別 勤 務 手

当 

規則で指定する職を占める職員の

うち管理又は監督の複雑，困難及

び責任の度が高い職員として規則

で定める職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り勤務時間条例第 3 条第 1 項，第

4 条及び第 5 条の規定に基づく週

休日又は祝日法による休日等若し

くは年末年始の休日等に勤務した

場合に支給 

１勤務当たり 

 ・ 部長     8,000 円 

 ・ 課長，副参事 6,000 円 

同じ － － 千円 － 円

 

 

 

 

 


